
事務連絡
　令和６年３月２８日
各指定特定施設入居者生活介護事業所　管理者　殿　　　　　　　　　　　　　　　　

（有料老人ホーム）
東京都福祉局高齢者施策推進部施設支援調整担当課長
介護給付費算定に係る体制等に関する届出について
　日頃より東京都の高齢者福祉施策に御協力いただき感謝申し上げます。

　さて、令和６年度介護報酬改定に伴い、新設及び算定要件の変更等のあった加算等を算定する場合には、東京都への届出が必要となります。

つきましては、下記のとおり手続についてお知らせしますので、手続に遺漏なきようよろしくお願いいたします。

記

１　新設及び算定要件の変更が生じる項目
(1) 夜間看護体制加算
 (2) 入居継続支援加算
(3) 高齢者施設等感染対策向上加算Ⅰ
(4) 高齢者施設等感染対策向上加算Ⅱ
(5) 生産性向上推進体制加算
２　届出の期限

　　令和６年４月１５日月曜日（必着）（郵送）
※介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書については令和６年４月１５日（月）必着でキントーンアプリからの提出となりますので、ご注意ください。

３　届出に必要な書類
(1) 介護給付費算定に係る体制等に関する届出必要書類チェックシート

(2) 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書

　(3) 各加算に必要な添付書類（必要書類チェックシート参照）
指定様式は東京都福祉局ホームページからダウンロードできます。
福祉局トップページ ＞ 高齢者 ＞ 高齢者施設 ＞ 有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護）
＞ 様式等　⇒７　加算届
https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kourei/shisetu/yuuryou/youshiki.html#cms19F46
４　提出先

　　〒163-8001　新宿区西新宿２－８－１

　　東京都福祉局高齢者施策推進部施設支援課有料老人ホーム担当
　　電話　０３－５３２０－４５３７
５　届出書類作成上の留意事項
(1) 各加算の届出について

改正基準に照らし合わせ、変更（新規・変更・廃止）が生じた場合に提出する

必要があります。変更がない場合は届出の必要はありません。

(2) 届出様式について

今回の改正に合わせて届出様式を変更しています。４月１日以降適用分については新様式にて提出してください。
６　変更届の特例的取扱い

　　介護報酬改定に伴う料金変更に関しては、短期利用の算定に伴う変更（料金プランの追加）を除き、変更届の提出を不要とします。ついては、各事業所において、管理運営規定、重要事項説明書及び契約書等の記載事項の修正について漏れなく対応するようお願いします。例年７月１日基準日（予定）で行う報告徴収において、内容を確認する予定です。
なお、有料老人ホームに関しては、令和６年４月中旬（予定）に重要事項説明書の様式が改正される見込みなので、新様式での作成をお願いします。
７　その他の介護報酬改定に伴う新規届出事項について
　　令和6年度介護報酬改定、及び「居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」（以下「居宅基準」という。）の改定に伴い、新たに東京都への届出等が必要な事項については下記の対応を予定しております。詳細は後日改めて通知いたします。

(1)　協力医療機関に関する届出書
　　　居宅基準第191条第3号等の規定に基づく年1回以上の協力医療機関の名称等の届出については、例年7月に予定している報告徴収の時期に合わせて提出を求める予定です。提出様式、提出方法、〆切等については改めてお知らせします。
(2)　人員配置基準特例の適用届出書
居宅基準第175条第9項等に定める生産性向上に先進的に取り組む場合の人員配置基準特例を適用する場合においては、少なくとも3か月の試行を行った後に東京都に届出を行う必要があります。東京都では令和6年7月適用分から届出を受け付ける予定です。提出様式、提出方法、〆切等については改めてお知らせします。
(3)　経過期間が終了する事項の実施状況確認
業務継続計画の策定や、感染症対策強化の取組、高齢者虐待防止の取組など、令和6年3月末をもって経過措置が終了する事項については、令和6年度内に各事業所の実施状況を確認する予定です。確認方法等については決定し次第改めてお知らせします。

参考（今後の手続きの参考にしてください）

　　提出期限は、加算の算定を開始しようとする月の初日となります。

（例）５月１５日届出・審査・受理→６月１日より算定可能。

６月１日届出・審査・受理→６月1日より算定可能。
１日が休日の場合は、直後の開庁日を提出期限とします。また、郵送による提出の場合には提出期限日必着とします。

　　なお、必要事項の記載及び添付書類等がすべて整った上での提出期限となりますので、提出後の要件審査で書類不備等があった場合には、届出受理に至らず、加算の算定の開始可能日が１か月遅れる場合がありますので十分御注意ください。

届出を行わずに請求を行ったときには、支払われた介護給付費は不当利得となり、保険者へ返還するとともに、利用者が支払った自己負担額の過払い分も返還となります。


東京都福祉局高齢者施策推進部


施設支援課有料老人ホーム担当


電話　０３－５３２０－４５３７
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